
別記様式第二（令元法省令18・一部改正）（整理番号年号）裁定書検察庁検察官犯罪被害財産支給手続番号年第号申請人に係る被害回復給付金の申請について次のとおり裁定する。氏名又は名称住所申請人氏名法の者管人代又理等表は人住所氏名又は名称代理人住所裁定年月日年月日□申請人は、被害回復給付金の支給を受けることができる者に該当する。その犯罪被害額は次のとおりとする。犯罪被害額金円裁定結果□申請人は、被害回復給付金の支給を受けることができる者に該当しない。□本件申請については、犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律第11条第項の規定により却下する。裁定理由（注意）□印のある欄については、該当の□印の中にを付けること。（用紙日本産業規格A4）  


